
民党自動車議員連盟と自動車関係6団体との
政策懇談会が12月1日、東京・千代田区の自

民党本部で開催された。今回の政策懇談会は、平成
28年度税制改正論議が最終的な局面を迎える中、11
月に引き続き、今年度2回目として急遽開催が決ま
ったもので、環境性能課税についてや車体課税の抜
本的見直しなどを中心に、日本自動車会議所をはじ
め自動車関係6団体が出席して要望を述べた。
　同懇談会に先立つ11月20日には、当会議所の小枝
至会長が自民党自動車議連と公明党自動車議員懇話
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▪自民党自動車議連と今年度２回目の政策懇談会開催
▪小枝会長が与党議連最高幹部４氏を訪問
▪自民、民主両党が税制改正要望ヒアリング開催
▪第219回会員研修会開催

♢ ♢ 主 な 内 容 ♢ ♢
▪「飲酒運転根絶　新宿キャンペーン2015」開催
▪東京自動車三十年会記念碑法要営む［東京都］
▪「自動車なんでも相談」開催［神奈川県］
▪「エコライフ車塾」2015を開催［富山県］
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会の最高幹部を訪問＝4ページ参照＝。平成28年度
税制改正の最重点テーマの1つに挙げられている環
境性能課税について、小枝会長は、「環境性能課税
だけの先行決着は絶対反対。消費税率10％時におけ
る自動車税引き下げなどのユーザー負担軽減とパッ
ケージで決定していただきたい」と強く要望した。
　与野党の税制要望ヒアリングも相次いで開かれ＝
6、7ページ参照＝、「平成28年度税制改正大綱」決
定に向けて自動車関係団体の要望活動が精力的に続
けられた。　　 （関連記事は２～７ページに掲載）

当会議所の小枝会長も自民、公明両党の議連最高幹部を訪問
自動車議連の政策懇談会で挨拶をする日本自動車会議所の小枝至会長（写真左側）
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廃止による地方の財源の削減も念頭に置きながら、
総合的に考えて対応していくことも重要だ。12月10
日には税制改正大綱をとりまとめる方向であり、こ
の一両日中に議論の山場を迎える。そのような状況
下で、本日は、自動車業界の代表の方々からしっか
りお話を伺い、政治家としてどういう判断をするこ
とが、将来の自動車産業や日本経済にとっていいの
か考えていきたい。その上で、各先生方の建設的な
ご議論をいただきたい」と述べた。
　次に、当会議所の小枝至会長が出席団体を代表し
て挨拶した。挨拶の中で、小枝会長は「自動車税・
軽自動車税の『環境性能課税』について、ユーザー
への更なる負担につながりかねない制度設計が具体
的に議論され、本年中に決着させようとする動きが
加速してきている。従前から申し上げているとお
り、今年、『環境性能課税』だけを先行して決着さ
せることは絶対反対であり、平成29年４月に予定さ

民党自動車議員連盟と自動車関係６団体との
政策懇談会が、11月に引き続き、12月1日に

東京・千代田区の自民党本部で開催され、加盟国会
議員約210名（代理含む）が出席した。今回の政策
懇談会は、来年度税制改正論議が最終的な局面を迎
える中、環境性能課税についてや車体課税の抜本的
見直し等を中心に、日本自動車会議所を始め自動車
関係6団体を招き、緊急かつ重要な要望項目のヒア
リングを目的として急遽開催が決まったもの。政策
懇談会では、業界側の緊急要望を踏まえ、細田博之
議連幹事長より「車体課税の抜本的な見直しを求め
る緊急決議」の提案があり、全会一致で了承され、
12月10日とされる税制改正大綱とりまとめまでの残
された短い期間、加盟議員が一致結束して対応する
ことを確認した。
　政策懇談会は、佐藤信秋議連事務局長の司会で開
会し、額賀福志郞議連会長より冒頭の挨拶が行われ
た。挨拶の中で額賀会長は、まず「消費税率を８％
に引き上げた反動がまだ戻っていない状況の中で、
平成29年４月から消費税率が10％に引き上げられ
る。その中で自動車、住宅を始めとした企業が元気
になっていかなければならない。消費税率10％の負
担増、また環境性能課税による負担増といった問題
については、ユーザーの負担の軽減が経済の好循環
につながるという視点から考えることが大事だ」と
述べた。
　その上で、額賀会長は、「同時に自動車取得税の

自

自民党自動車議員連盟と
今年度２回目となる政策懇談会を開催

自動車関係６団体が環境性能課税や車体課税の
抜本的見直し等について緊急要望を訴える

小枝会議所会長額賀議連会長

政策懇談会で挨拶をする額賀議連会長（写真中央）
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　小枝会長の挨拶に続いて、日本自動車工業会の池
史彦会長を始めとする各団体の代表者より、順次、
業界の状況や車体課税を中心とした税制改正要望等
につき説明が行われた。要望説明は、日本自動車工
業会、日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協
会連合会、日本自動車輸入組合、日本中古自動車販
売協会連合会の順に行われた。

【主な要望事項】
　①今年増税である環境性能課税だけ
先行決着することは絶対反対、②環境
性能課税は消費税10％時に自動車税の
税率引下げ等の車体課税全体の見直し
と併せてパッケージとして決定すべ
き、③軽自動車に対する環境性能課税
の税率の上限は２％とすべき、③登録
車に対する自動車税（排気量割）を、
軽自動車の水準を起点に一律に引き下
げるべき、④環境性能課税は、年式で
はなく、実際の燃費を基準にすべき・
免税点制度や基礎控除制度等を設ける
べき、⑤自動車税・軽自動車税のグリ
ーン化特例の延長。この他、中古車に
対する消費税の特別措置に関する要望
――等
　その後、本政策懇談会に招聘された
経済産業省の糟谷敏秀製造産業局長よ
り報告があり、「環境性能課税につい
ては、総務省より、自治体の納税シス
テム対応のため今年具体的制度設計を
決定する必要があるとの主張を受けて
おり、連日協議を行っている。経産省
としては、『今年、税率区分も含めて
制度設計はしてもいいが、どの税率区
分にどの車種を入れるかについては来

年の議論としたい』というところまでは言ってい
る。駆け込み需要の発生を避けるためにも、環境性
能課税を導入するのであれば、保有時の減税もパッ
ケージで決めることが必要である。システムの問題
によって経済政策の大局を誤ってはならない」との
説明が行われた。
　意見交換では、出席議員より、「取得税廃止を含
め減税していくことが党の公約の中にあり、そして
我々が国政に送られてきたのは事実。本日の議論も
踏まえ、議連として一つの方向で決議して税調に
臨んでいただきたい」（中川俊直衆議院議員）との要
望意見が出された。この他、「一億総活躍社会を実
現するには、車体課税は緩和・減税の方向でやるべ
き」（三宅伸吾参議院議員）、「二輪車も大幅な増税が
決まっている。二輪車は日本の自動車文化の原点。
税制以外の面でもしっかりしたサポートが必要」（今
村雅弘衆議院議員）等の意見も出された。

　こうした情勢認識を踏まえ、当会議所税制委
員会（委員長＝古谷俊男自販連法規・税制委員
長）では、書面審議にて11月30日に「緊急要望」
＝当ページ参照＝を取りまとめ、今回の政策懇
談会においても資料配布を行っている。
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れている消費税率10％時におけるユーザー負担軽減
とパッケージで来年決定することを強く要望してい
る」と述べ、現在の税制改正論議の状況に対して危
機感を訴えた。
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　日本自動車会議所の小枝至会長は11月20日、
自民党自動車議連の額賀福志郞会長、野田毅副
会長、細田博之幹事長、公明党自動車議員懇話
会の井上義久会長をそれぞれ訪問し、「車体課
税の抜本的な見直し」を要望した。特に、環境
性能課税については、「環境性能課税だけの先
行決着は絶対反対。消費税率10％時における自
動車税引き下げなどのユーザー負担軽減とパッ
ケージで決定していただきたい」と強く訴える
とともに、「自動車関係諸税の負担軽減・簡素
化」に向けて意見交換を行った。
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　こうした議論の流れを受けて、
細田議連幹事長より、党税調をは
じめ党内の様々な議論の場におけ
る自動車議連加盟議員の積極的な
対応・発言を行っていく上で、
「車体課税の抜本的な見直しを求
める緊急決議」＝５ページ参照＝
を取りまとめたい、との提案が行
われ、決議案は出席加盟議員より
異議なく全会一致で了承された。
　細田幹事長は最後のまとめの中
で、「ここにいる額賀会長も、私
も、野田副会長も、高村副会長も、
党税調のインナー（最高幹部）で
あり、党税調の小委員会（党の全
国会議員出席可能）のオープン議
論の場では発言できない。是非、

一副会長・専務理事、▷自販連＝櫻井誠己会長、平
井敏文副会長・専務理事、島﨑有平常務理事、▷全
軽自協＝松村一会長、玉井政文税制・広報委員長、
村上太助専務理事、▷輸入組合＝ペーター・クロン
シュナーブル理事長、小林健二常務理事、杉浦光理
事長付、▷中販連＝木谷忠理事・税制委員長、武藤
孝弘専務理事、▷会議所＝小枝至会長、中島哲専務
理事

議連の皆さんから一生懸命に声をあげていただきた
い。自動車産業は日本経済、そして、国税収入も地
方税収入も支えている。経済も駄目、そして税収も
上がらないという結果にならないよう、議連の皆さ
んと一緒に頑張っていきたい」と締めくくりの挨拶
があり、政策懇談会は閉会となった。
【団体側出席者】（順不同）６団体、合計16名
▷自工会＝池史彦会長、川口均税制委員長、永塚誠

 緊急決議を提案する細田議連幹事長（写真中央）
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えた12月３日、経済産業・国土交通部門会議自動車
小委員会でヒアリングを行い、国会議員17人が出席
し環境性能課税を中心に前回ヒアリングと同じ７団
体と意見交換をした。当会議所の中島専務理事は、
「自動車関連団体の総意として、環境性能課税につ
いては車体課税の抜本的な負担軽減を前提に、来年
度税制改正で検討・決定いただきたい」と改めて強
く要望した。小委員会では今回のヒアリングを踏ま
え、要望書を取りまとめて「政府・与党に対し強く
働きかける」ことにしている。
　両党のヒアリングへ出席した自動車関係団体（掲
載は発言順）と主催者代表の挨拶は次のとおり。カ
ッコ内は開催日と開催場所。
◇自民党：国土交通部会、運輸・交通関係団体委員
会（11月18日、自民党本部）＝全日本トラック協
会、全国通運連盟、日本自動車会議所、全国自家
用自動車協会、全国軽自動車協会連合会、日本自
動車整備振興会連合会、全国レンタカー協会

田中英之・運輸・交通関係団体委員長（衆議院議員）
「予算、税制を中心に、幅広く政策要望をうけたま
わり、私ども自民党の政策に反映させていきたいと
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成28年度税制改正の議論が本格スタートした
ことに伴い、自民党が11月18日、民主党が同

月11日および12月3日に税制改正要望に関するヒア
リングを開催した。日本自動車会議所も両党のヒア
リングに出席し、「自動車関係諸税の負担軽減・簡
素化」などを強く要望。平成28年度税制改正では
「環境性能課税」の取り扱いが焦点となっており、
当会議所の中島哲専務理事は、「今年、環境性能課
税の制度設計だけを先行決着させるようなことは是
非、避けていただきたい」と訴え、「環境性能課税
については、消費税率10％時の自動車税・軽自動車
税の引き下げなどのユーザー負担軽減とパッケージ
で来年度検討いただきたい」と要望した。また、自
動車関係総合団体として、燃料課税の抜本的見直し
についても要望した。
　11月18日の自民党のヒアリングには、国土交通部
会および運輸・交通関係団体委員会所属の国会議員
27人が出席した。中島専務理事は、出席国会議員に
当会議所税制改正要望の裏表紙を示しながら、「こ
こに自動車関係35団体の団体名が記されている。私
どもの要望書は、これらの団体の総意としてまとめ
られたもの」と紹介し、筆頭重点要望に掲げている
「自動車関係諸税の負担軽減・簡素化」の実現を強
く求めた。
　11月11日の民主党のヒアリングは、経済産業部門
会議と国土交通部門会議の合同ヒアリングとして行
われ、両部門会議所属の国会議員14人が出席した。
同ヒアリングでも、当会議所は自民党の要望と同様
に「車体課税の抜本的見直し」と「燃料課税の抜本
的見直し」の両輪による「自動車関係諸税の負担軽
減・簡素化」を訴えた。
　民主党はさらに、環境性能課税の議論が山場を迎

平

民主党・自動車小委員会のヒアリング（12月３日、衆議院
第二議員会館）

平成28年度税制改正要望ヒアリング
自民党、民主党が開催

当会議所も出席し「環境性能課税の先行決着反対」を訴える
11月18日、自民党本部でのヒアリングで要望を述べる当会議所の中島哲専務理事（写真中央）。



考えている」
山際大志郎・組織運動副本部長（衆議院議員）
「本日、皆様方からいただいた要望については、し
っかりと実現できるように全力で当たっていきたい」
秋元司・国土交通部会長（衆議院議員）
「アベノミクスはじめ私どもも景気対策をやってき
たが、GDP を見ても厳しい数字が上がってきてい
る。一方、自動車についてはメーカーの高い収益が
新聞などで報道されているが、国内販売は非常に厳
しい。国民の理解とは違うのが現実であることを実
感しており、税の部分で皆様方をしっかりと後押し
していきたい」
亀岡偉民・団体総局次長（衆議院議員）
「今回はしっかりと皆様方のご意見を聞かせていた
だき、しっかりと政策に反映させていきたい」
◇民主党：経済産業・国土交通部門合同会議（11月

11日、衆議院第二議員会館）＝自動車総連、日本
自動車工業会、日本自動車販売協会連合会、全国
軽自動車協会連合会、日本中古自動車販売協会連
合会、日本自動車会議所、日本自動車連盟

渡辺周・経済産業部門会議座長（衆議院議員）
「民様方からのご要望をしっかりと受け止めさせて
いただき、政権与党を担っていた自負と経験、人脈
など様々なものを駆使して、与党とは違った切り口
から要望に応えられるよう取り組んでいきたい」
荒井聰・国土交通部門会議座長（衆議院議員）
「マンションの偽装が問題になっているが、自動車
についてもエアバッグのリコール問題が社会に大き
な影響を与えている。こうした事象を事前に防ぐた
めにどういうことができるのか、税制面からどうサ

ポートできるのかということについても、皆様方か
らご意見をいただきたい」
◇民主党：経済産業・国土交通部門合同会議自動車
小委員会（12月３日、衆議院第二議員会館）＝11
月11日と同じ７団体

増子輝彦・自動車小委員会委員長（参議院議員）
「クルマと石油ほど税金が課せられているものはな
い。12月10日の大綱決定を目指して軽減税率が最大
の争点とされているが、むしろ国民生活にとって車
体課税のほうが大きな影響があるとの認識を持って
いる。日本経済を引っ張ってこられ、雇用を守り、
それぞれの地域で貢献されてきた自動車関連の皆さ
んには、微力ながらしっかりと一緒になって取り組
んでいく決意を改めて申し上げたい」
直嶋正行・経済産業部門会議顧問（参議院議員）
「今年、環境性能課税を制度設計しなければならな
いという理由は、すべて行政の都合。行政の都合で
国民から税金を取ることが許されるのか。どうして
もするというのなら、来年早々に議論すればいい。
ここ１、２カ月で決めるというのは筋が通らない。
民主党としては、従来から環境性能課税には反対し
てきたが、与党がどうしても今年決定するというの
なら、自動車関係諸税全体の見直しとセットでやる
べきだ。
　軽自動車税が1.5倍に増税されてから、軽自動車
の販売落ち込みはもの凄い。増税が自動車販売にも
の凄く影響することが明らかになっており、環境性
能課税を導入すれば地方創生ができるはずがない。
環境性能課税は経済全体を考えても不合理で、民主
党としては、しっかりと政府・与党に申し入れたい」
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東京都自動車会議所創設メンバー
同会議所名誉顧問
日本自動車会議所元参与

大久保 悦生氏

　東京都自動車会議所の創設メンバーで、東京都自
動車会議所の理事事務局長、日本自動車会議所の参
与を務められた大久保悦生氏が11月15日、逝去され
た。90歳だった。
　大久保氏は、防衛庁長官や郵政大臣を歴任された

故福田篤泰氏の秘書を務めら
れた後、昭和52年に設立され
た東京都自動車会議所の創設
に携わられた。故福田氏は、
日本自動車会議所第９代会長
（昭和52年６月～昭和62年12
月）。大久保氏は今年６月、
長年の功績が称えられ、東京
都自動車会議所名誉顧問に就
任されたばかりだった。

訃 報



って、1996年「ITS 推進に関する全体構想」が横浜世
界会議で発表された。具体的には、９つの開発分
野を進め、例えば、その１つのナビゲーションシ
ステムでは、現在のVICS（Vehicle Information and 
Communication System）や自動料金収受システム
（現在のETC（Electronic Toll Collection System））
等が実用化に向け開発され、自動車メーカーやイン
フラを構築する電機メーカー等も参加し、官民一体
で開発が進められた。
３）普及・促進に向けたセカンドステージから現在
（普及と社会還元加速：2004年～2012年）
　2011年に東日本大震災が発生し、ITS Japan が直
後に被災地周辺の通行実績マップを公開した。これ
は、内閣府のプロジェクト「交通利用情報の高度利
用促進」で先行的に行われていたプローブ情報（実
際の自動車の走行に基づく位置や速度情報）の集約
を活用したもの。自動車各社の協力で、震災８日後
の３月19日にWEB公開された。（図表２）
　この実績が評価され、現在では、国の非常対策本
部設置時や震度６以上の地震発生時には、各社プロ
ーブ情報が自動集約され、非常時の交通状況が公表
されるよう整備されている。今後、消防署や警察署、
地元の自治体による活用が期待される。また、今後、
タクシー事業者を含め民間が収集するプローブ情報
が、車が搭載している GPS データや ETC2.0を通じ
て、道路交通情報の精度向上に貢献することも期待
される。
　もう１つの取り組みとして、ITS による海上、鉄
道、トラック等、多様な物流手段の効率的な支援や
車車間通信による車間距離制御装置搭載のトラック
での自動隊列走行によって、輸送の燃費向上やドラ
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本自動車会議所は11月10日、東京・港区の
日本自動車会館「くるまプラザ」会議室で

第219回会員研修会を開催し、特定非営利活動法人
ITS Japan 理事の武井明彦氏が「ITS の現状と将
来像について」をテーマに講演した。参加者は約80名。

【講演要旨】
１．ITSの過去・現在
１）ITS黎明期（1970年代初頭～1994年）
　ITS（Intelligent Transport Systems）という言葉
が生まれる前の黎明期、当時の通商産業省で開発が
進められた「CACS（Comprehensive Automobile 
（traffic） Control System）」プロジェクト（1973
年～1979年）から省庁の ITS プロジェクトが始まっ
た。その後、1986年頃から情報通信やデータ処理
技術が進み、各省庁においてITSの前身となるプロ
ジェクトで技術開発が加速した。1985年以降の建
設省の RACS（Road/Automobile Communication 
System）、通商産業省の SSVS（Super Smart 
Vehicle System）、運輸省の ASV（Advance 
System Vehicle）、警察庁の UTMS（Universal 
Traffic Management System）等である。
　海外では、米国で IVHS（Intelligent Vehicle 
Highway System）や、欧州でATT（Application of 
Transport Telematics）の名称で研究が行われてい
たが、1995年横浜での国際会議で、日本のITSに名
称が統一され、同時期にITS Japanも創設された。
２）普及・促進に向けたファーストステージ（実用
化の推進時期：1995年～2003年）（図表１）

　高度情報通信社会推進会議（内閣総理大臣直轄）
において、「高度情報通信社会推進に向けた基本方
針」が発表された。これらを受け、関係5省庁によ

日

ITSの現状と将来像について

特定非営利活動法人ITS Japan理事　武井明彦氏が講演
第219回 会員研修会を開催
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イバーレスによるコスト削減が進むことも期待され
る。
　インフラ関連に関する成果としては、2013年 ITS
世界会議で発表された、世界最先端の“協調型 ITS
サービス”体験ショーケース「ITS グリーンセフテ
ィショーケース」の中で、車車間通信による安全運
転支援の「次世代 Driving Safety Support System
（DSSS）」や、高速道路での下りから上り勾配で
発生する渋滞を緩和し、道路上の表示板や車間距離
制御を行う「高速通信サグ部の交通円滑サービス」、
渋滞情報や車間距離、コーナーの先の危険情報を表
示する等の世界初のインフラ協調 ITS である「ITS
スポットサービス」等が紹介された。（図表３）
　また、車載機の普及も重要。ナビ、VICS、ETC
はそれぞれ累計が3,000万台を超えているが、VICS
は、タクシー事業者のプローブデータを活用し、よ
り最新の渋滞情報を反映した回避ルート検索が可能
となり、また、FM 多重放送の伝送容量を２倍に拡
充したことで、大雨情報や特別警戒の情報のポップ
アップ表示も可能になった。 ETCは、従来の料金収
受から、プローブ情報を活用し、高速道路上の ITS
スポットと連動し、ETC 2.0に進化する。これによ
り平成28年度から高速の入口と出口が同一であれ

ば、渋滞時、都心ではなく、迂回ルートの外環や圏
央道を利用しても、同一料金になることが実現する。
また、経路確認ができるため、特車の運行申請許可
の簡易化も可能となる。
４）自動運転の実現に向けて
　日本政府において、2014年から、総合科学技術
会議の「戦略的イノベーション創造プログラム
（SIP）」のテーマの一つとして、自動走行システ
ムの研究開発が盛り込まれた。前後して発表された
「官民 ITS 構想・ロードマップ」の中で、「安全運
転支援システム」、「自動走行システム」、「交通デー
タ利用」の３つの柱を活用して、2020年「世界一安
全な道路交通社会を実現する」ことが謳われている。
　自動運転の実現については、2017年中に、車が部
分的に自動化支援を受けながら、運転者はいつでも
自分の運転で走行可能なレベルの実現（レベル２）、
2020年代には、車は自動運転だが、システムで自動
走行できない場合や故障時にのみ、それを運転者に
伝達するレベルの実現（レベル３）において、目標
時期が設定された。しかし、完全な自動運転（レベ
ル４）については、現在、策定時期含め未決定である。
　今後は、豊かな経験で様々な複雑な状況に対応で
きる人間の能力と、通信で見えない所を先読みし、
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精度の高い地図情報で正確な判断をする機械が、
互いに補完・協調し合う「HMI（Human Machine 
Interface）」が重要なファクターとなる。また外部
からのハッキングやセキュリティ対策、シミュレー
ション等の基盤技術も重要である。
　合わせて、法律や規制、事故や不具合時の賠償面
の整備、自動運転機能の無い車の混在等、様々な検
討課題も数多くあるのが現状である。
２．ITSの将来像（社会的課題への対応：2013年～）
　2013年に ITS Japan が「ITS による未来創造の提
言」を発表した中で、2030年に日本を取り巻く状況
課題として、「少子高齢化」、「エネルギー・環境問
題」、「経済成長の鈍化」、「安全・安心」の４つのテ
ーマを掲げた。
　１つ目の「少子高齢化」では、高齢者が増加し、
公的社会福祉と調和し、生涯現役で価値創造に参加
する必要性が高まる。また、国土交通省の「国土の
グランドデザイン」の通り、首都圏や中心部以外で
は、住民のいない非居住地域が拡大する見通しであ
る。
　２つ目は、「エネルギー・環境問題」で、道路ネ
ットワークを賢く利用して、エネルギーの使用量を
減少させることができることや、エリア内のエネル

ギーマネジメントにより、EV が電力の入出力が常
時可能であることを利用して、ピーク電力の抑制や
震災時に電力供給を行うことが、一般的になってい
ることが予想される。
　３つ目の「経済成長の鈍化」では、渋滞が年間
280万人分に相当する労働力の経済損失に匹敵して
おり、渋滞緩和対策によって、労働効率の向上や創
造的時間を創出することが一層急務となる。
　最後の「安全・安心」では、増加が予想される高
齢者の交通事故問題や、自然災害への対応として、
国土強靱化（ナショナル・レジリエンス）がますま
す重要となり、より安全・安心なインフラ・社会基
盤の構築が一層求められることになる。
　これらを背景に、ITS Japan では、ITS に期待さ
れる、８つの果たすべき役割を定めた。（図表４）
　これまで「ITS Japan 将来システム検討分科会」
で検討してきた歩行移動支援移動体（歩行可能電動
椅子）や高齢者生活支援用パーソナルビークル、自
動運転を応用したこれからの交通システムの実現に
向け、次の中期計画（2016年～2020年）において今
後のITSのあるべき姿を検討している。
　政府の公開するオープンデータや自治体やコミュ
ニティの情報を取り込み、効率的な運用を行ってい
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く取り組みも不可欠である。さらに、各自治体がそ
れらの情報を交通目的以外にも活用して、イノベー
ションを後押ししていくことや、地域活性化に向け
て、地元ベンチャー同士の連携や全国の各地域団体
と好事例をつなぐことを促進することも必要である。

　最後に、ITS のもたらす「誰でも、どこでも快適
に移動できる社会」実現の可能性を、2020年オリン
ピック、パラリンピックを機会に、世界に PR して
いきたいと考えており、今後とも自動車業界始め、
関係各位のサポートをお願いしたい。



全協会、日本自動車整備振興会連合会、東京都
自動車会議所、広報企画、イーティエフ、エフ
エム大阪　 　　　　　　　　　　　　（順不同）

【内　容】▷特殊ゴーグル装着による飲酒疑似体験
＝足元がくるいます体験「飲酒疑似体験 ウォー
キングゲーム」、うまく止まれません体験「飲酒
疑似体験　追突に注意！ゲーム」、うまく押せま
せん体験「俊敏性測定 クイックアーム」、うま
く踏めません体験「俊敏性測定 クイックステッ
プ」、うまくつかめません体験「俊敏性測定 ク
イックキャッチ」、▷反射材効果体験「くらピカ
BOX」、▷自転車運転疑似体験「自転車シミュ
レーター」、▷白バイ展示＆搭乗体験、▷飲酒運
転事故加害者の手記「贖いの日々」パネル展示、
▷「飲酒運転事故の発生状況」パネル展示、▷

「SDD（STOP ！ DRUNK DRIVING）プロジェ
クト」パネル展示、▷マスコット「ピーポくん」「ハ
イパーススムくん」▷「飲酒運転根絶」「高齢者
交通安全」を訴求するチラシ配布
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本自動車会議所は12月3日、東京・新宿区の
新宿駅西口地下広場イベントコーナーで、飲

酒運転根絶を呼びかける交通安全啓発活動「飲酒運
転根絶　新宿キャンペーン2015」を開催し、新宿を
訪れた買い物客や家族連れ、会社員など約1,800人
（主催者推計）の来場者で賑わった。会場では、各
出展・協力団体や企業などが、飲酒による悪影響を
ゲーム感覚で体験できるプログラムなどで飲酒運転
の恐ろしさを訴えた。また、高齢者の交通事故が増
加していることから、高齢者交通安全啓発チラシを
配布するなど高齢者の交通安全啓発も昨年から行っ
ている。各ブースでの体験者数は延べ約1,120人に
達した。
　飲酒運転による交通事故は、平成18年に福岡県で
発生した死亡事故をきっかけに大きな社会問題とな
り、飲酒運転の厳罰化や行政処分の強化、飲酒運転
根絶に対する社会的機運の高まりなどにより、事故
件数や死者数はいったん大幅に減少したものの、平
成21年以降は下げ止まりの傾向にある。こうした状
況を踏まえ、当会議所では飲酒運転根絶を訴える啓
発活動を展開しており、今年も飲酒機会が増える年
末に向けて同キャンペーンを実施した。

【主　催】一般社団法人 日本自動車会議所
【後　援】東京都、警視庁交通部
【協　賛】「飲酒運転させないTOKYOキャンペー

ン」推進委員会
【協　力】東京都青少年・治安対策本部総合対策部

交通安全課、警視庁新宿警察署、東京都交通安

日

自転車運転疑似体験「自転車シミュレーター」

人気の「白バイ展示＆搭乗体験」ブースでは家族連れなど多くの来場者が記念撮影をして楽しんだ

「飲酒運転根絶　新宿キャンペーン2015」開催

約1,800人の来場者に飲酒運転の恐ろしさを訴える
高齢者の交通安全啓発も実施

開　催　概　要
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反射材効果体験「くらピカBOX」

うまく止まれません体験「飲酒疑似体験 追突に注意 ! ゲーム」

うまく踏めません体験「俊敏性測定 クイックステップ」

飲酒運転事故加害者の手記「贖いの日々」

足元がくるいます体験「飲酒疑似体験 ウォーキングゲーム」

うまく押せません体験「俊敏性測定 クイックアーム」

うまくつかめません体験「俊敏性測定 クイックキャッチ」

来場者を迎える「ピーポくん」（左）と「ハイパーススムくん」（右）
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奈川県自動車会議所は11月12日、13日の両
日、横浜駅東口の新都市プラザで「自動車な

んでも相談所」を開設し、自動車全般について無料
で応じる「自動車なんでも相談」を実施した。
　この「自動車なんでも相談」は、関東運輸局神奈
川運輸支局、神奈川県、横浜市消費者協会の後援を
受け、昭和56年から継続して実施している。今回で
38回目となり、関東運輸局神奈川運輸支局、神奈川
県安全防災局安全防災部くらし安全交通課、神奈川
県自動車税管理事務所をはじめ関係団体から派遣さ
れた相談員（延べ29名）と弁護士（２日目の午後の
み）が対応に当たった。
　今年の相談件数は、昨年と比べて３件多い60件
（うち電話相談は８件）。内訳は、登録手続き関係
が15件、道交法関係が８件、自動車税関係が６件、
車検・整備関係が６件、車の売買関係が８件、事故・
保険関係が５件、輸送関係が１件、弁護士が２件、
その他が９件となり、道交法関係における運転免許
の返納や更新時の高齢者講習など、運転免許所持者
の高齢化に係る相談が目立った。

京都自動車会議所は11月10日、小雨の降る東
京上野・不忍池の弁天堂境内で東京自動車

三十年会記念碑法要＝写真＝を執り行なった。東京
自動車三十年（みそじ）会関係者、都内の自動車関
連団体、企業、マスコミ関係者、地元の東京都自動
車整備振興会隅田川支部の幹部ら約40名が参加、業
界の先達の遺徳を偲んだ。
　当日は、まず弁天堂輪番の大照晃祐住職（東叡山
本覚院住職）の読経で法要が始まり、続いて記念碑
法要実行委員長の保坂三蔵・東京都自動車会議所会
長が焼香。みそじ会代表の中谷良平・安全自動車会
長が続き、出席者全員が焼香した。
　焼香の後、保坂会長は「自動車が輸入されて1世
紀、今や産業の中心となった。内外に輝かしい歴史
を伝えたい」と挨拶、中谷代表も「高齢社会にとっ
てクルマほど重要なものはない。日本の国、国民に
とって大変重要な産業に育った」と先人の功績を称
え、閉会した。
　東京自動車三十年会は1953年、業界有志で発足。
この段階で業界歴30年以上をメンバーとしたため、
みそじ会と呼ばれるようになった。関東大震災以前
から業界で活躍された方々である。
　みそじ会の活動の一環として弁天堂境内に先人慰
霊の記念碑を建立、落成法要を執り行ったのは1975

神

東

「自動車なんでも相談」開催

運転免許返納など高齢化に
関する相談目立つ

神奈川県自動車会議所

年5月だった。現在では刻名者ご遺族がみそじ会と
して法要を重ねているが、広く自動車関連産業に関
わった総ての人々の慰霊を意識したものと受け止め
られている。また記念碑は東京に残された、数少な
い自動車関連産業遺産としても知られている。
　東京都自動車会議所では保坂会長が法要実行委員
会委員長として取り組み、みそじ会とともに記念碑
法要を重ねている。
　法要の後、懇親会に移り、まず柳田昌宏バンザイ
社長の発声で先人の霊に献杯、その後先達の業績を
語り合った。                      〔東京都自動車会議所〕



山県自動車会議所は10月3日、11月7日の両
日、富山市の富山県運転教育センターで「エ

コライフ車塾」2015を開催した。同塾は11月の「エ
コドライブ推進月間」に持続可能な社会を目指すた
めに取り組む、今年で7年目となる事業であり、地
球温暖化の最大原因がCO2（二酸化炭素）である現
状の中で、「エコドライブ」には明日への地球のた
めに大きな可能性があるととらえ、「エコドライブ」
の具体的な実施方法やその効果・影響を自動車ユー
ザーが理解・修得することを目的としている。近
年、ガソリン価格の高騰が続いているが、エコドラ
イブは誰もがすぐに取り組める、家計（エコノミー）
にも環境（エコロジー）にも大きな効果の出る運転
技術である。リーフレットやステッカーでエコドラ
イブの必要性・重要性を理解するのみでなく、エコ
ドライブの運転技術を当塾でしっかりと修得し、
日々の生活での定着へとつながる「エコドライブの
実体感」をキャッチコピーに開塾した。
　日本自動車連盟（JAF）富山支部の協力（座学講
師・インストラクター）のもと、富山県・富山県警
察本部・北陸信越運輸局富山運輸支局が後援した。
「エコドライブとやま推進協議会」会長を当会議所
の桑名博勝会長が務めることもあり、当会議所のホ
ームページをはじめ、富山県、とやま環境財団の両
ホームページにも参加塾生を募集し、さらに県内各
市町村の広報にもプレスリリースを配布した。
　参加者は、自動車ディーラー・鉄道会社・一般企
業社員や経済同友会会員・関係団体職員などの35
名。また、昨年参加した「地域・職場のリーダー」
の３名がインストラクターとして加わる継続的なカ
リキュラムを採用した。カリキュラムの実施内容は

以下のとおり。
１．座学及び実地
◇一般塾生30名＝①地球温暖化防止に対する「座

学」、②エコドライブ技術の走法、得られる効果
等の「座学」、③通常走行・エコドライブ走行の
実地、計測、④走行後の燃費データの比較、検証
（分析結果とその指導等をグループごとに地域・
職場のリーダー・受講生よりアドバイス）

◇地域・職場のリーダー５名＝①「通常運転走行」
の見学・学習、②燃費計測機の使い方講習会・一
般塾生への指導方法、指導チェックポイントの再
認、③一般塾生練習走行（１周目）、地域・職場
のリーダー・受講生による見本走行・レクチャ
ー、④走行後の燃費データの比較、検証（分析結
果とその指導等・グループごとにディスカッショ
ンタイム）、地域・職場のリーダー・受講生によ
るアドバイスサポート

２．修了証の交付
◇「全課程およびエコドライブ指導員修学課程」修

了証……５名
◇「全課程」修了証交付……30名
３．結果
　当日は、当会議所の竹橋和夫専務理事のあいさつ
を皮切りに、はじめに地球温暖化防止に対する「座
学」を行い、その後、同センター1.5km の運転免許
試験コースで燃費計測装置を取り付けた車５台で通
常走行とエコドライブ走行を行い、各燃費を計測
し、データの比較と分析・検証をグループごとでの
ディスカッション方式で行った。最後に竹橋専務理
事より、成績優良者に修了証授与が行われた。
　第２回に関しては、参加塾生全員の燃費改善が見
られ、「地域・職場のリーダー」がインストラクタ
ーとして加わる当所オリジナルの継続的なカリキュ
ラムの成果が出たと感じられる、大変に有意義な塾
となった。
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・１ℓあたりの平均延びkm数（改善km）
　　　　　　 …………………3.6km/ℓ（30名）

・平均燃費改善率…………………29.4％（30名）

・改善率最高値……………………64.7％

【結果】

富

「エコライフ車塾」2015を開催
地球温暖化とエコドライブの

適正技術を学ぶ

富山県自動車会議所
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一般社団法人 日本自動車工業会
一般社団法人 日本自動車部品工業会
一般社団法人 日本自動車車体工業会
一般社団法人 日本自動車タイヤ協会
一般社団法人 日本自動車販売協会連合会
い す ゞ 自 動 車 販 売 店 協 会
ト ヨ タ 自 動 車 販 売 店 協 会
日 産 自 動 車 販 売 協 会
Ｕ  Ｄ  ト ラ ッ ク ス 販 売 協 会
日 野 自 動 車 販 売 店 協 会
三 菱 自 動 車 販 売 協 会
三菱ふそうトラック・バス販売協会
全 国 ス バ ル 自 動 車 販 売 協 会
ダ イ ハ ツ 自 動 車 販 売 協 会
全 国 マ ツ ダ 販 売 店 協 会
全 国 フ ォ ー ド 販 売 店 協 会
ス ズ キ 自 動 車 販 売 店 協 会
ホ ン ダ 自 動 車 販 売 店 協 会
一般社団法人 全国軽自動車協会連合会
日 本 自 動 車 輸 入 組 合
一般社団法人 日本中古自動車販売協会連合会
一般社団法人 日本自動車整備振興会連合会
一般社団法人 日本自動車機械工具協会
公益社団法人 全日本トラック協会

公益社団法人 全 国 通 運 連 盟
公益社団法人 日 本 バ ス 協 会
一般社団法人 全国ハイヤー・タクシー連合会
一般社団法人 全国自家用自動車協会
一般社団法人 日本損害保険協会
石 油 連 盟
一般社団法人 全日本指定自動車教習所協会連合会
一般社団法人 全国自動車標板協議会
一般財団法人 自動車検査登録情報協会
一般社団法人 全国レンタカー協会
一般社団法人 日本自動車リース協会連合会
一般財団法人 日本モーターサイクルスポーツ協会
一般社団法人 自動車公正取引協議会
全国自動車検査登録印紙売捌人協議会
一般財団法人 関東陸運振興センター
一般社団法人 東京都トラック協会
一般社団法人 神奈川県トラック協会
一般社団法人 日本道路建設業協会
一般社団法人 日 本 ゴ ム 工 業 会
一般社団法人 日 本 塗 料 工 業 会
板 硝 子 協 会
日本自動車車体整備協同組合連合会
一般社団法人 日本交通科学学会
一般社団法人 日 本 陸 送 協 会

一般社団法人 日本二輪車普及安全協会
一般財団法人 日本自動車研究所
一般社団法人 日本自動車機械器具工業会
一般財団法人 日本自動車査定協会
一般財団法人 全日本交通安全協会
公益財団法人 日本自動車教育振興財団
一般社団法人 日本鉄リサイクル工業会
全日本自動車部品卸商協同組合
ア イ ・ テ ィ ・ エ ス ジ ャ パ ン
公益社団法人 自 動 車 技 術 会
公益財団法人 自動車リサイクル促進センター
一般社団法人 自動車再資源化協力機構
一般社団法人 日 本 ガ ス 協 会
一般社団法人 日本自動車運行管理協会
日本自動車用品・部品アフターマーケット振興会
一般社団法人 自動車用品小売業協会
一般社団法人 日本オートオークション協議会
日 本 中 古 車 輸 出 業 協 同 組 合
全国オートバイ協同組合連合会
日 中 投 資 促 進 機 構
一般社団法人 青森県自動車団体連合会
一般社団法人 岩手県自動車会議所
一般社団法人 宮城県自動車会議所
一般財団法人 秋田県全自動車協会

山 形 県 自 動 車 団 体 連 合 会
一般財団法人 福島県自動車会議所
東 京 都 自 動 車 会 議 所
一般社団法人 神奈川県自動車会議所
一般社団法人 静岡県自動車会議所
一般社団法人 愛知県自動車会議所
一般社団法人 岐阜県自動車会議所
一般社団法人 三重県自動車会議所
一般社団法人 富山県自動車会議所
一般社団法人 石川県自動車会議所
一般社団法人 福井県自動車会議所
一般社団法人 大阪自動車会議所
一般社団法人 徳島県自動車会議所
一般社団法人 香川県自動車会議所
愛 媛 県 自 動 車 会 議 所
高 知 県 自 動 車 会 議 所
一般財団法人 大分県自動車会議所

（ほかに企業会員84、推薦会員３）

日本自動車会議所会員（平成27年12月１日現在）＝順不同＝

　若かりし頃のある日、大勢の人たちが空を見上
げて騒いでいた。「スーパーマンでも飛んでいる
のかしらん」そう思って見上げると、上空に大き
な五輪の輪が描かれていた。
　昭和39年（1964年）の東京五輪のスタートを告げ
るものだったが、平成の今日でもその光景が脳裏
に浮かぶ。これは、後々までも多くの人々に強い
インパクトを与え、東京五輪の原風景として記憶
に刻まれたのである。街には「東京五輪音頭」が
流れ、新幹線が開業し、羽田空港へのアクセスと
して東京モノレールが開通するなど、社会は活気
に満ちていた。
　この時は、テレビ観戦とその後に制作された記
録映画を観るだけに終わったが、来る2020年に開
催される東京五輪・パラリンピックは、是非とも
開会式を観たいものと思っている。そのために
は、必ず「私もついて行く！」と主張するであろ
う配偶者の分を含めたチケット代金と、どうした
ら観客席獲得に必要な運を引き寄せることが出来
るのだろうかなどと、今からあれこれ頭を悩ませ
ている。
　昭和39年の五輪は秋晴れの10月10日に開会式が
行われたが、実はその前日まで東京・晴海の東京
国際見本市会場で『第11回東京モーターショー』
が開催されていたのである。大勢の来場者に混じ

って、筆者も当時
の最新型車や美し
いコンパニオンに
見とれていたこと
を覚えている。
　ショー開催時に
は日本自動車工業
会から『自動車ガイドブック』が発行されるが、
今年の巻には特集として＜東京モーターショーと
日本の60年。＞が掲載されていた。
　それを見ると、第11回ショーのページには「ダ
ットサン ブルーバード」「トヨペット コロナ」「コ
ンテッサ」「コルト1000スポーツ」「コンパーノ・
ベルリーナ」「パブリカ」「フロンテ800｣などの懐
かしい名車たちの写真があった。
　筆者の脳内ファイルを覗くと、五輪とショーが
綯い交ぜになって記録され、タイトルには＜ベ
ル・エポック＞とある。
　今年のショーでは自動運転車や燃料電池車など
現代の最先端技術を盛り込んだ次世代自動車が輝
きを見せていたが、2020年の東京五輪・パラリン
ピック開催時にはそうしたクルマたちが活躍して
いることだろう。
＜写真は『第44回東京モーターショー２０１５』
に登場した「ニッサン コンセプト2020 ビジョン
グランツーリスモ」＞
　　　　　（モーターコラムニスト　牧　博明）
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